
宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.1 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.1 数値誤り修正 

１．戦略策定の背景と目的 

（１）戦略策定の背景 

① 人口減少と少子高齢化の進行 

宇治市の人口は減少に転じており、2015 年（平成 27 年）から 2045 年までに

総人口は約 27.5％減少、高齢化率（65 歳以上の人口が占める比率）は、約 26.5％

から約 41.9％へ高まる一方で、生産年齢人口率（15～64 歳の人口が占める比

率）は約 60.0％から約 47.9％へ低下すると予測されています。さらに、2050 年

までに総人口は約 33.0％減少、高齢化率は約 43.0％、生産年齢人口率は約

47.0％になると予測されています。総人口が減少する中で生産年齢人口率も低

下するため、地域経済の担い手の減少が懸念されます（図表 1）。 
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P.3 （図表 3）の修正 宇治市第６次総合計画の修正に連動した修正 
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宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.2 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.5 （図表 6）データ更新による修正 
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（図表 6） 実質 GDP と産業構成比の推移 

第3 次産業 第 2 次産業 第 1 次産業 実質ＧＤＰ 

（注）ＧＤＰ総額は実績ベース、産業構成比は名目ベース 

資料：内閣府「国民経済計算」（2009 年度国民経済計算及び1994年 1-3 月期～2021年 7-9 月期 1 次速報値）
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宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.3 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.5 （図表 7）データ更新に伴う修正 

 

令和２年（2020 年）の産業別構成比を見ると、卸売業や小売業、建設業の構

成比が大きく、製造業の中では、はん用・生産用・業務用機械、輸送用機械、食

料品、化学が比較的大きくなっています（図表 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年（2019 年）の産業別構成比を見ると、卸売業や小売業、建設業の構

成比が大きく、製造業の中では、輸送用機械、はん用・生産用・業務用機械、食

料品   が比較的大きくなっています（図表 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.6 文言修正 

 

次に、就業者数の産業別構成比の変化から、日本の産業構造の変化を見ると、

平成 17 年度（2005 年度）から令和２年度（2020 年度）にかけての 15 年間に、

卸売・小売業、製造業、建設業、農林漁業の占める割合が縮小しています。一方

で、高齢化に対応するように医療・福祉サービス業の構成比が約 1.4 倍大きく

なり、また、IT 化の進展に対応するように情報通信業の占める割合も拡大して

います（図表 8）。 
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（注）住宅賃貸業の割合が大きいのは、借家と持ち家の居住形態の変化がGDP統計に影響を及ぼさないよう、

持ち家に住む人は持ち家を自分に貸し付ける「住宅賃貸業」として、計算上の家賃(帰属家賃)が生産額とし

て集計されていることによる。 

資料：内閣府「2020 年度国民経済計算」を基に作成 
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宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.4 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.10 （２）地理的条件の修正 京都市営地下鉄の追記、JR 奈良線複線化の文言修正、周辺地図の修正 

 

（２）地理的条件 

本市周辺の道路状況を見ると、京滋バイパス、第二京阪道路、京奈和自動車道

等が整備されている他、新名神高速道路においては令和６年度（2024 年度）に「大

津～城陽」間の、令和９年度（2027 年度）に「八幡～高槻」間の開通が予定され

ています。このように、道路網は充実した環境にあり、物流等の面では恵まれた

環境にあります（図表 13）。 

また、鉄道状況については、JR 西日本、京阪電気鉄道、近畿日本鉄道、京都市

営地下鉄の４路線が市内に乗り入れ、14 の駅があるなど鉄道網が充実しており、

広域ネットワークの面でも恵まれた環境にあります（図表 13）。さらに、JR 西日

本の奈良線は令和５年（2023 年）に京都駅から城陽駅までが複線化され、宇治市

域は全線複線化となる予定です。 

現在、京都駅から宇治駅までは快速を利用した場合 17 分と至近距離にあり、主

に京都市域のベッドタウンとしても発展してきました。これら公共交通の利便性

の高さに加え、歴史的な遺産や自然環境も豊かであることから、本市は居住地域

としても魅力的な地域であると言えます。 
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（図表 13）宇治市の周辺地図 （図表 13）宇治市の周辺地図 
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宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.5 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.12 （図表 15）データ更新による修正 

 

※令和 2年国勢調査における人口移動集計（男女・年齢別集計）は 

 令和 4年 2月公表予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P.20 京都府南部地域における有効求人倍率悪化に伴う修正 

 

京都府の南部地域における職業別の求職動向を見ると、専門的・技術的職業、

サービスの職業、販売の職業、輸送・機械運転の職業、生産工程の職業、建設・採

掘の職業で大幅に求職者が不足しているのに対し、事務的職業では大幅に求人数

が不足しています。また、福祉関連の職業では求職者が不足しているなど、職業

によって過不足の状況が大きく異なっています（図表 30）。 

 

 

京都府の南部地域における職業別の求職動向を見ると、専門的・技術的職業、

サービスの職業、販売の職業、輸送・機械運転の職業、生産工程の職業、建設・採

掘の職業で大幅な求職者不足であるのに対し、事務的職業では大幅な求人不足に

なっています。また、業種面から福祉関連の職業では求職者不足となっています。

このように、労働市場全体では大幅な求職者不足の状況にあるものの、職業によ

って過不足の状況が大きく異なっています（図表 30）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

（図表 15） 宇治市の年齢階級別人口の社会増減推移 
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宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.6 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.21 障害者雇用の追記 

 

（４）雇用の確保や人材の育成 

生産年齢人口の減少や人材獲得競争の激化等により、市内の事業所において雇

用の確保は重要な課題となっています。令和３年度に実施した市内事業所へのア

ンケートからは、特に製造業、建設業、飲食業及びサービス業において「人材の

確保」に対する支援を求める声が多く聞かれます。 

平成 30 年度に実施した市内事業所へのアンケートからは、「単純労働力の確保」

以上に「技術や知識を持つ人材の確保」を宇治市における地域的な課題としてあ

げている事業者が多く見られました。産業分野によって労働力の過不足状況や求

められる人材が大きく異なるため、適切な雇用マッチングや人材育成を進める必

要があります。加えて、働き方改革を進める等、職場環境の整備も必要となって

います。また、障害者雇用の促進を図るため、これらの取組において関係機関と

連携していくことが必要です。 

 

 

（４）雇用の確保や人材の育成 

生産年齢人口の減少や人材獲得競争の激化等により、市内の事業所において雇

用の確保は重要な課題となっています。令和３年度に実施した市内事業所へのア

ンケートからは、特に製造業、建設業、飲食業及びサービス業において「人材の

確保」に対する支援を求める声が多く聞かれます。 

また、平成 30 年度に実施した市内事業所へのアンケートからは、「単純労働力

の確保」以上に「技術や知識を持つ人材の確保」を宇治市における地域的な課題

としてあげている事業者が多く見られました。産業分野によって労働力の過不足

状況や求められる人材が大きく異なるため、適切な雇用マッチングや人材育成を

進める必要があります。加えて、働き方改革を進める等、職場環境の整備も必要

となっています。 

 

P.22 文言修正 

 

（８）産業の交通基盤の整備 

平成 30 年度に実施した市内事業所へのアンケートでは、東西南北への交通の要

衝にあり、京都市から近いことを宇治市の地理的な利点として考えている事業所

が多い一方で、市内道路の渋滞や公共交通機関の不足等を課題として考えている

事業所も多く見られます。そのため、新名神高速道路の全線開通の機会を活かし

た広域道路ネットワークの充実や市内の交通渋滞対策による都市基盤の強化が必

要です。 

 

 

（８）産業の共通基盤の整備 

平成 30 年度に実施した市内事業所へのアンケートでは、東西南北への交通の要

衝にあり、京都市から近いことを宇治市の地理的な利点として考えている事業所

が多い一方で、市内道路の渋滞や公共交通機関の不足等を課題として考えている

事業所も多く見られます。そのため、新名神高速道路の全線開通の機会を活かし

た広域道路ネットワークの充実や市内の交通渋滞対策による都市基盤の強化が必

要です。 

P.29 ３年間の取組修正 

 

＜３年間の取組＞ 

取組の指標 目 標 
実績 

R1 R2 R3 見込 

起業ニーズ掘り起しのた

めの創業塾等の開催数 
4 回/年 4 回 8 回 5 回 

新たな起業拠点の整備 1 か所以上 検討 うじらぼ開設 － 

起業家を HUB とした異業

種交流会の開催 
2 回/年 1 回 1 回 1 回 

創業支援補助金の件数 計 15 件 
申請 8件 

採択 6件 

申請 20 件 

採択 6件 

申請 16 件 

採択 6件 

企業誘致活動（立地ニーズ

調査のフォロー） 

市外企業

への訪問 
実施 実施 実施 

 

 

 

＜３年間の取組＞ 

取組の指標 目 標 
実績 

R1 R2 R3 見込 

起業ニーズ掘り起しのた

めの創業塾等の開催数 
4 回/年 4 回 8 回 5 回 

新たな起業拠点の整備 1 か所以上 検討 うじらぼ開設 － 

起業家を HUB とした異業

種交流会の開催 
2 回/年 1 回 1 回      

創業支援補助金の件数 計 15 件 
申請 8件 

採択 6件 

申請 20 件 

採択 6件 

申請 16 件 

採択 6件 

企業誘致活動（立地ニーズ

調査のフォロー） 

市外企業

への訪問 
実施 実施 実施 

 



宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.7 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.31 産業振興会議の意見反映（産業戦略の取組の方向性にデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進に関する表現を追記） 

 

（１）市内産業の進化・発展  “Ｕ”（Ｕｐｇｒａｄｅ） 

平成 31 年 3 月に産業戦略を策定し、宇治市と宇治商工会議所が連携して市内事

業者支援を行う「産業支援拠点宇治ＮＥＸＴ」を開設し、今後の市内事業者支援

の基盤体制を構築し、市内製造業者が自社の製品や技術をＰＲし新たな販路開拓

を行う展示会への出展支援や新型コロナウイルス感染症による影響を受けた事業

所への支援を実施してきました。 

今後もさらに、市内産業のさらなる成長、発展に向けて支援することに重点を

置き、社会や経済構造の変化に応じた事業や経営方法への転換のほか、設備投資

やＤＸの推進、働き方の改革に向けた取組を促進します。あわせて、市内の事業

所や商店街、お茶等の特産品や観光資源、多様な人材や地理的な利点、自然環境

等、市内の様々な地域資源を活用して競争力を高め、市外からの資金の流れを増

やすことを目指します。 

また、平成 31 年 3 月に産業戦略を策定した際、市内事業所へのアンケートの結

果等から、特に市内製造業の移転・拡張用地が不足していることが、成長を阻害

する要因の一つとなっていることが明らかとなりました。そこで、円滑な操業や

事業用地の拡張、工場の増設等のため、新たな工業用地の確保に向けて取り組み

を行ってきました。 

引き続き、新たな工業用地の確保については、都市計画マスタープラン（令和

４年度策定予定）で示された産業立地検討エリアのうち優先候補地（国道 24 号沿

道地区）について関係機関との調整等を行うとともに、他の候補地についてはそ

の可能性等について調査・検討を行います。 

 

 

（１）市内産業の進化・発展  “Ｕ”（Ｕｐｇｒａｄｅ） 

平成 31 年 3 月に産業戦略を策定し、宇治市と宇治商工会議所が連携して市内事

業者支援を行う「産業支援拠点宇治ＮＥＸＴ」を開設し、今後の市内事業者支援

の基盤体制を構築し、市内製造業者が自社の製品や技術をＰＲし新たな販路開拓

を行う展示会への出展支援や新型コロナウイルス感染症による影響を受けた事業

所への支援を実施してきました。 

また、平成 31 年 3 月に産業戦略を策定した際、市内事業所へのアンケートの結

果等から、特に市内製造業の移転・拡張用地が不足していることが、成長を阻害

する要因の一つとなっていることが明らかとなりました。そこで、円滑な操業や

事業用地の拡張、工場の増設等のため、新たな工業用地の確保に向けて取り組み

を行ってきました。                            

 引き続き、市内産業のさらなる成長、発展に向けて支援することに重点を置き、

社会や経済構造の変化に応じた事業や経営への転換を促進します。また、新たな

工業用地の確保については、次期都市計画マスタープラン（全体構想）で示され

た産業立地検討エリアのうち優先候補地（国道 24 号沿道地区）について関係機関

との調整等を行うとともに、他の候補地についてはその可能性等について調査・

検討を行います。さらに、市内の事業所や商店街、お茶等の特産品や観光資源、

多様な人材や地理的な利点、自然環境等、市内の様々な地域資源を活用して競争

力を高め、市外からの資金の流れを増やすことを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.8 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.51 図表の時点修正 

 

全国及び京都府における新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況と 

市が実施した主な事業者支援施策（令和４年１月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国及び京都府における新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況と 

市が実施した主な事業者支援メニュー（令和３年 10 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者おうえん給付金 

中小企業事業継続支援金 事業者緊急支援金 

宇治のお店おうえんクーポン 

中小企業経営改善事業緊急支援補助金 

中小企業振興対策事業補助金（商店街等補助） 

商店街等販売促進事業支援補助金 

中小企業等感染防止対策強化支援補助金 

中小企業経営チャレンジ支援補助金 

展示会出展支援助成金 

主
な
事
業
者
支
援
メ
ニ
ュ
ー 

全 国（左軸） 

京都府（右軸） 

京都府下緊急事態宣言 

4 月 17 日～5 月 21 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

1 月 14 日～2 月 28 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

4 月 25 日～6 月 20 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

8 月 20 日～9 月 30 日 

 

テイクアウト情報等の掲載 

事業者おうえん給付金 

中小企業等事業継続支援金 事業者緊急支援金 

宇治のお店おうえんクーポン 

中小企業経営改善事業緊急支援補助金 

中小企業振興対策事業補助金（商店街等補助） 

商店街等販売促進事業支援補助金 

中小企業等感染防止対策強化支援補助金 

中小企業経営チャレンジ支援補助金 
展示会出展支援助成金 

主
な
事
業
者
支
援
施
策 

テイクアウト情報等の掲載 

京都府下緊急事態宣言 

4 月 17 日～5 月 21 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

1 月 14 日～2 月 28 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

4 月 25 日～6 月 20 日 

 

京都府下緊急事態宣言 

8 月 20 日～9 月 30 日 

 

全 国（左軸） 

京都府（右軸） 

宇治のお店おうえんクーポン 

中小企業振興対策事業補助金（商店街等補助） 

商店街等にぎわい創出支援事業補助金 



宇治市産業戦略 改訂版（最終案） と 令和３年度改定（初案）（パブリックコメント時点） との比較 

新旧 P.9 

 

新（最終案） 旧（パブリックコメント時点） 

P.53 事業概要の追加と移動 

 

・売上回復・販路拡大への支援 

宇治のお店おうえんクーポン（プレミアム付デジタルクーポン）の実施 

(概要)新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者の売上回復を支援するた

め、令和 2 年度はプレミアム率 30％、令和 3 年度はプレミアム率 40％の「宇治

のお店おうえんクーポン」を発行 

(対象店舗)市内で営業している店舗（大企業・チェーン店・フランチャイズ店・スーパ

ー・コンビニエンスストア除く。ただし、単一店舗のみを経営する小規模ス

ーパーは対象） 

商店街等販売促進事業支援補助金 

(概要)商店街等が実施する消費喚起セールや商品券発行等の販売促進事業を補助  

(補助率等)補助率：3/4、上限額 1,500 千円 

商店街等にぎわい創出支援事業補助金 

(概要)商店街等や２以上の中小企業等で構成された団体が実施する、人の流れを創出す

るイベントや消費喚起・販売促進などの取組への補助 

(補助率等)補助率：3/4、上限額 2,000 千円 
 

 

・事業者が実施する事業継続に対する取組への補助 

商店街等販売促進事業支援補助金 

(概要)商店街等が実施する消費喚起セールや商品券発行等の販売促進事業を補助  

(給付額)補助率：3/4、上限額 1,500 千円 

 

・売上回復・販路拡大への支援 

宇治のお店おうえんクーポン（プレミアム付デジタルクーポン）の実施 

(概要)新型コロナウイルス感染症の影響を受ける市内事業者の売上回復を支援するた

め、プレミアム率 30％の「宇治のお店おうえんクーポン」を発行 

(対象店舗)市内で営業している店舗（大企業・チェーン店・フランチャイズ店・スーパ

ー・コンビニエンスストア除く。ただし、単一店舗のみを経営する小規模ス

ーパーは対象） 

 

 

 

 

 

 

P.57 改定の経過を時点修正 

 

日   程 会  議  等 内       容 

令和 4年 2月 4日 第 4回産業振興会議 ○子育てしやすい働き方の実現や働き方

改革についての取組 

（プロニクス株式会社） 

  ○宇治市産業戦略 令和３年度改定（最終

案）について 

令和 4年 3月 4日 

（予定） 

市民環境常任委員会 ○宇治市産業戦略 改訂版（最終案）につい

て 

 

 

 

日   程 会  議  等 内       容 

令和 4年 2月    第 4 回産業振興会議 ○宇治市産業戦略（最終案）について 

令和 4年 3月     市民環境常任委員会 ○宇治市産業戦略（最終案）について 

 

 

その他 

 宇治市産業戦略 令和３年度改定から宇治市産業戦略 改訂版へと名称を変更したことに伴う文言修正 

 産業支援拠点「宇治ＮＥＸＴ」、「産業支援拠点 宇治ＮＥＸＴ」を、産業支援拠点「宇治ＮＥＸＴ」に統一 

 産業交流拠点「うじらぼ」、「産業交流拠点うじらぼ」を、産業交流拠点「うじらぼ」に統一 

 事業者向けアンケート結果について記載誤り２ヶ所を修正（重複カウント） 

 次期都市計画マスタープラン（全体構想）を都市計画マスタープラン（令和４年度策定予定）に変更 

 


